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健康起因事故発生状況と
健康起因事故防止のための取組

資料１

令和２年度 事業用自動車健康起因事故対策協議会
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○運転者の疾病により事業用自動車の運転を継続できなくなった事案として、自動車事故報告規則に基づき報告のあった件数

は、健康起因事故に対する事業者の意識の高まり等を反映し増加傾向にある。（報告件数は引き続き、乗合バスが最も多い）

○令和元年は運行の中断等、交通事故に至らなかったものが約７割と大半を占める。

乗合 （運転者数：約８万人）

貸切・特定 （運転者数：約５万人）

タクシー （運転者数：約２８万人）

トラック （運転者数：約８６万人）

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じたもの（人身事故等）

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じていないもの（物損事故等）

衝突・接触がなかったもの（乗務の中断等）

1

健康状態に起因する事故報告件数
（業態毎の件数）

健康状態に起因する事故報告件数
（報告内容毎の件数）

運転者の健康状態に起因する事故報告件数の推移
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業態別の健康状態に起因する事故報告件数の推移

乗合 貸切・特定

タクシー トラック

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じたもの（人身事故等）

衝突・接触を伴うもので、死傷者が生じていないもの（物損事故等）

衝突・接触がなかったもの（乗務の中断等）

運転者数：約５万人

運転者数：約２８万人 運転者数：約８６万人

○乗合バス、トラックにおける令和元年の健康起因事故報告件数は、前年に対して減少している。

○タクシーは平成２８年以降、健康起因事故報告件数が減少していたが、令和元年は再び増加している。

（路線バス等） （観光バス等）

運転者数：約８万人
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健康起因事故の疾病別の内訳（平成２５年～令和元年）

○過去７年間で健康起因事故を起こした運転者１，８９１人のうち心臓疾患、 脳疾患、大動脈瘤及び解離が３１％を占める。
○うち、死亡した運転者３２７人の疾病別内訳は、心臓疾患が５３％、脳疾患が１２％、大動脈瘤及び解離が１４％を占める。

計３２７人計１，８９１人

心臓疾患
（心筋梗塞、心不全等）

２７５人,１５％

不明
３５１人
１９％

その他
７４４人
３９％

脳疾患
（くも膜下出血、

脳内出血等）

２５３人,１３％

大動脈瘤及び解離
６５人,３％

呼吸器系疾患
１１６人,６％

消化器系疾患
８７人,５％

不明
４３人
１３％

大動脈瘤及び解離
４５人,１４％

その他
２４人,７％

心臓疾患
（心筋梗塞、心不全等）

１７４人
５３％

脳疾患
（くも膜下出血、脳内出血等）

４０人
１２％

呼吸器系疾患
１人,０．３％
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健康起因事故を起こした運転者の疾病別内訳
（平成２５年～令和元年）

健康起因により死亡した運転者の疾病別内訳
（平成２５年～令和元年）



○ 「乗務員の健康状態の把握」、「疾病等により安全な運転ができないおそれのある乗務員の乗務禁止」

⇒ 雇い入れ時の健康診断及び定期健康診断実施の義務付け

事業用自動車運転者の健康管理に関する主な取組

従来からの法令上の義務

○ 「運行管理者による点呼時の確認」

⇒ 乗務前点呼により、疾病等で安全な運転をすることができないおそれの有無等について確認

○ 『健康管理マニュアル』 （平成２２年７月策定 平成２６年４月改訂）

⇒ 健康状態の把握、就業上の措置の決定等について具体的方策を整理

⇒ SAS、脳血管疾患及び心臓疾患に関するスクリーニング検査を推奨

健康管理に関するマニュアルの策定・改訂

○ 『睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）対策マニュアル』 （平成１５年６月策定 平成１９年６月及び平成２７年８月改訂）

○ 『脳血管疾患対策ガイドライン』 （平成３０年２月策定）

○ 『心臓疾患・大血管疾患対策ガイドライン』 （令和元年７月策定）

事業用自動車健康起因事故対策協議会

平成２７年９月

スクリーニング検査の効果的な普及方策について審議するため、産学官の関係者からなる協議会を

国土交通省自動車局に設置
4

【制度・体制構築】



事業用自動車運転者の健康管理に関する主な取組
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【周知・普及活動】

スクリーニング検査普及に向けたモデル事業 ⇒ 資料２

○ 健康起因事故防止のため、主要疾病の早期発見に有効とされるスクリーニング検査に積極的に取り組

みたいと考えている事業者の中からモニター事業者を選定

○ ガイドラインに沿って、モニター事業者の運転者が実際にスクリーニング検査を受診

○ その結果やその後の発症状況や治療の有無、勤務制限状況などについて調査し、業界全体への普及

拡大に向けた方策の検討に活用

スクリーニング検査普及状況調査 ⇒ 資料３

○ スクリーニング検査を普及させるための方策や検討に必要となる、事業者における同検査の普及状況や

その導入に向けた課題等を把握するため、アンケート調査を実施

健康管理に関するセミナー等の開催 ⇒ 次頁

○ 国土交通省で行っている健康起因事故防止対策、事業者によるスクリーニング検査の受診に関する

取組等について、有識者、関係企業、国土交通省等が紹介する形式のセミナーを事業者を対象として開催



国土交通省の主催するセミナーの他、他団体が主催するセミナーやシンポジウムの場などを通じて、

健康起因事故防止の取組について周知を図っている。

・大学の寄付講座として関係分野の講師を招いて講演を実施
・国土交通省からの施策説明

２月１８日 健康起因事故防止セミナー ＠東京 （主催：国土交通省）

１１月５日 北陸信越自動車事故防止セミナー ＠富山 （主催：国土交通省）

１２月１７日 貸切バス事故防止講習会 ＠神奈川 （主催：国土交通省）

・国土交通省からの施策説明
・（公財）大原記念労働科学研究所研究主幹 酒井氏より、疲労・健康管理の向上による事故防止について講演
・産業医科大学教授 安部氏より、職業運転者に発生する運転中の意識消失と心臓突然死について講演

・国土交通省からの施策説明
・関東運輸局より、運転者の健康起因及び飲酒対策などの安全対策について講演

【令和２年の主な実績】

１０月２０日 ＮＡＳＶＡ安全マネジメントセミナー ＠東京 （主催：自動車事故対策機構）

・国土交通省からの施策説明
・バス、タクシー、トラックの各分野から、事業者による取組事例の報告

１０月２７日 公益財団法人タカタ財団寄付講座「交通安全文化論」 ＠Web講義 （主催：慶応義塾大学）

・国土交通省からの施策説明
・全国健康保険協会管理栄養士 杉森氏より、事業用自動車運転者の健康管理について講演
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健康管理に関するセミナー等の開催について


